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三 フランスにおける契約の相互依存化の展開１
(契約の消滅の局面)
フランスにおける契約間の相互依存性（interdepe?ndence）に関する議論
は今日フランス契約法上の一つのトピックスをなすに至って
(１)
いる。ここで
議論の中心となってきたのは相互依存関係にある契約の消滅の局面、つま
り取引を構成する一方の契約の消滅による他方の契約の消長如何である
が、消滅以外の局面についてもいくつかの判例が出され、また少ないなが
ら学説上議論がなされている。そこでまず本章において関連貸付取引でこ
れを認めた1978年の立法から今日に至るまでのフランスの契約の相互依存
化に関する議論をその消滅の局面に焦点を当てて紹
(２)
介し、続く次章におい
(1) フランスの債務法または契約法の代表的な教科書では契約の連鎖に関する議論
とともに相当のページ数が割かれている。例えば、H,L et J.Mazeaud＝F.Chabas,
Leçon de droit civil.tome2.vol1.9e?d,montchrestien,p.323et s,p.1152et s;Chr.
Larroumet,Droit civil.tome3.Les obligations.Le contrat.4e?d,Econmica1998,
p.455et s;F.Terre＝Ph.Simler＝Y.Lequette,Droit civil.Les obligations.7e?d,
Dalloz 1999,p.323et s;J.Carbonnier,Droit civil.Les obligations,Press univer-
sitaire de France 2000,p.213et s;J.Ghsetin,Traite?de droit civil.Les effets du
 
contrat,LGDJ2001,p.554et sなどである。なかでも Larroumetや Carbonnier、
Ghestinではそれが顕著であり、この問題に対する関心の高さをうかがわせる。
また後に紹介するが、特に近年においてこの問題に関する多数のテーズや論文が
公にされている。
(２) 本章および次章において紹介するフランスの議論の射程について以下のことを
断っておく。
まず対象になるのは、主として1978年の消費者信用に関する法律から現在までの
この問題に関するフランスの法状況であるが、これ以前に契約間の相互依存性を認
めたとされる判例が存在しなかったわけではない。ただ立法、判例が顕著な展開を
見せるのはこの1978年の法律以降のことであり、また通常この問題に関する概説書
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て消滅以外の局面での契約の相互依存化の議論を紹介
(３)
する。これらを通じ
て抗弁の接続に関する議論以来の我が国の議論とは異なる一つのありうる
議論のモデルを示し、これまでの検討を通じて明らかになった我が国の議
や論文が対象とするのもこの法律以降であるため、これに従った。
次に以下では複数の主従関係にない対等の契約が同時に存在し一つの取引を形成
している場合の契約間の相互依存性を扱う。したがって契約が主従関係にある場合
や連鎖している場合を対象としていない。異なる考察を要すると考えるからであ
る。
(３) フランスにおいてもこうした契約間の相互依存性の議論の前提として契約の個
数論が問題になっている。ただ現在まで学説上の議論は少なく、その基準を引き出
すための裁判例の検討もあまりなされていない。ここではこの問題について積極的
に基準を提示している B.Teyssieと R.Cabrillacの見解を挙げ、フランスにおけ
る契約の個数に関する議論を簡単に素描する。なおこれ以外に個数論について触れ
るものに、例えば、F.Terre?＝Ph.Simler＝Y.Lequette, Droit civil. Les obliga-
tions.8e?d.Dalloz.2002,p.88et s,352et s;J.Mestre,RTD.Civ1987,p.542;J.
Mestre,RTD.Civ1987,p.125;J.Ghestin,traite?de droit civil.Les obligations.
Le contrat. Formation.2e?d.LGDJ.1988, p.1024et s;M.L.Izorche, Contrats
 
conditionnels et difinitifs,RTD.com.1998,p.540et sがある。
まず Teyssieは、後掲の論文（後掲注(21), p.11et s）において、契約間の関係
を論ずる前提としてこれを論じている。Teyssieはこの問題について、当事者は合
意を自由に分割することができるのであるから、契約の個数を決するにあたっては
まずその意思が基準とされねばならないとし、これが明らかでない場合に以下の客
観的な指標により明らかにすべきであるとする。すなわち、当事者の数が二人かそ
れ以上か、証書の数が一つか複数か、代価が全給付に対して決定されているか給付
ごとに決められるか、である。そしてこのうちまず当事者の数については、当事者
が二人であろうがそれ以上であろうが、一つまたは複数の契約が結べるためこれは
確実な指標たりえないとし、次に証書の数について、これが一つでも複数の契約が
（例えば Cass.Civ.1??,16.fe?b.1965,Defre?nois.1965,p.184,note.R.Lindon)、ま
たこれが複数でも一つの契約が成立しうるため（例えばAix, 27. nov. 1956, JCP.
1957.Ⅱ.10046,note.J.C.Laurent)、これも決定的ではないという。以上のように
Teyssieは、契約の個数について、当事者の意思を最終的な基準にしつつ、これを
補完する若干の客観的な指標を挙げているのである。
これに対し Cabrillacは契約の個数の基準について Teyssieよりも詳細にこれを
論じている。Cabrillacはその論文 L’acte juridique conjonctif, LGDJ. Bibl. dr.
priv.1990, p.71et sにおいて、法律行為のカテゴリーの一つとして、共同保険や
共同請負のような複数の者が単一の法律行為の一方の当事者となる結合法律行為
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論の参照に供するためである。なおこの間のフランスの議論のうち消滅の
局面に関するものについてはすでに旧稿にて紹介しているため、この点は
その概要の紹介と検討にとど
(４)
める。
１ 1978年の消費者保護法他
⑴フランスにおいても我が国同様専門の金融機関が消費者の売買のため
に貸付をなすいわゆる関連貸付（pre?t lie?）がさかんに行われ、信用販売の
(acte juridique conjonctif）という概念を確立する前提として、契約の個数を論ず
る。Cabrillacも Teyssie同様結局契約の個数は当事者の意思によるする。そのう
えでまず法律行為が単一ではありえない場合として、法律行為の性質が異なる場合
や性質が同じでも目的を異にする場合を挙げ、次いで法律行為が単一である場合と
して、法律により複数の当事者が一つの法律行為へ参加することが要請される場合
や物の性質上複数の者が単一の給付を提供するかまたは受領しなければならない場
合を挙げる。しかしその他の多くの場合には契約の個数の決定は当事者の意思の探
求を欠くことができず、ただこうした場合でも契約を単一のものとする当事者の意
思を推測させる事情として、複数の一方当事者が単一の給付を提供する場合や、複
数の一方当事者の受領する給付が単一である場合、証書が単一である場合を挙げ
る。
以上がフランスにおける契約の個数に関する代表的な見解であり、これらは結局
契約の個数の決定は当事者の意思の探求を不可欠のものとし、そのうえで意思の分
析によらねばならない場合を限定するために、契約の単複を決定するまたはその意
思を推定させる客観的な事情を挙げるのである。また以上の見解が契約の個数の決
定にあたって当事者の数を問題としなかったことも示唆的である。
最後に以上の議論からさらに示唆的なのは各論者のその後の議論との関係であ
る。すなわち、通常契約の個数は契約間の影響関係の問題の前提問題として論じら
れるが、その後に採る立場により契約の個数の問題は影響を受ける。例えば Teys-
sieのように広く複数の契約の一体的処理を認める者は Cabrillac等と比べて複数
の契約の存在を認める傾向にあるといわれる。強いて契約の個数を一つとする必要
がないからである。その意味で複数の契約の一体的処理が進めば進むほど契約の個
数を論ずる意義はそれだけ小さくならざるをえないのであろう。このことは複数の
契約の一体的処理を進め単一の契約に近い扱いを認める後掲の J-B.Seube (後掲
注(27), p.59et s）が契約の個数を決することを不要であるとしたことにも現れて
いる。
(４) 拙稿「フランスにおける契約の相互依存化の展開」早稲田法学会誌53巻193頁
以下。
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支配的な形態になっていた。この関連貸付は売買契約と貸付契約の二つの
契約よりなり、そこでは第三者与信型消費者信用取引同様両契約は密接に
結びついている。そこで一方の契約（特に売買）が無効や解除等によって
消滅したり、または不履行が生じた場合に、他方の契約（特に貸付）への
影響如何が問題になった。
1978年の消費者保護法の成立以前において、こうした契約間の相互依存
性の問題について、学説の多くは買主である借主の貸付契約上の債務のコー
ズが売買契約上の目的物の引渡にあり、特に無効や取消、解除等により売買
契約が消滅した場合に、コーズの消滅によって貸付契約は無効になり消滅す
ることを認めて
(５)
いた。しかしながら判例は例外的な場合を除いて両契約の別
個性を強調し、売買契約の消滅による貸付契約の消滅を認めなか
(６)
った。そこ
でこの問題は以下の立法による解決を見ることになったのである。
⑵関連貸付における契約間の相互依存性の問題は、1978年１月10日の一
定の信用供与取引分野における消費者の情報および保護に関する法律第22
号（以下単に1978年法と呼ぶ）により、一定の動産に関する消費者信用取引
について次のような解決を見ることにな
(７)
った。
まず貸付契約の売買契約（役務提供契約も含む。以下売買契約で代表）へ
の依存について、無用になった貸付契約に消費者が拘束され続けないため
以下の規定が置かれた。すなわち、第９条１項において、物の引渡により
借主の債務が効力を生ずることが規定され、第２項において、引渡があっ
(５) 例えば G.Cornu,RTD.civ.1967,p.408et s;J-J.Burst,La nullite?des ventes
 
a?cre?dit pour de?passment du cre?dit autorise?,D.1970.chron,p.68;A.Sayag,La
 
nullite?des ventes non conformes a? la reglementation du cre?dit, JCP1972.Ⅰ.
2451など。
(６) 例えば代表的な破毀院判決である破毀院第一民事部1974年11月20日判決
（JCP1975Ⅱ18109, note. J.Calais-Auloy）は、借主の債務のコーズが貸付契約上
の貸付金の付与にあるとして貸付契約の消滅を認めていない。
(７) 本法および後掲の1979年法の条文訳について、消費法典編入後であるが、後藤
巻則ほか「?特集?フランスの消費者信用法制」クレジット研究28号61頁以下を参
照した。
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ても紛争が生じた場合、裁判所はその解決まで貸付契約の履行を停止で
き、売買契約の解除、無効により貸付契約は解除され、また無効になると
規定されたのである。
次に売買契約の貸付契約への依存について、消費者が信用でもって購入
しようとしていた商品を現金で購入しなければならなくなるのを避けるた
め、以下の規定が置かれた。すなわち、第11条は、借主が貸主の事前申込
（offre
(８)
pre?alable）を承諾しない限り、売買契約は有効に締結されないと規
定し、第13条は、貸付契約が確定的に成立しない場合には、売買契約は解
除されるとしたのである。また第15条によれば、売主が貸付契約の確定的
な成立まで買主から支払いを受けることができないとされた。
以上の規定について、我が国の抗弁の接続に関する規定とは異なり、指
定商品制が採用されていないことや、売買契約の貸付契約への依存が規定
されていること、またここで相互依存性は契約の成立段階に及んでいるこ
とが指摘できる。そして注目すべきは、売買契約が消滅した場合に貸付契
約の無効･解除までが認められているが、この場合に借主は貸主に元本を
返還しなければならず、売主が破産した場合借主は代金の返還を受けずに
貸付金の元本を返還しなければならなくなってしまうことで
(９)
ある。
⑶ついでこの一年後、今度は不動産信用の分野について、1978年法と類
似した内容をもつ1979年７月13日の不動産領域における借主の情報および
保護に関する法律が成立し（以下1979年法とする)、一定の不動産の消費者
信用取引での契約間の相互依存性について次のような解決がなされた。
すなわち、まず第９条によれば、貸付契約は主たる契約が締結されない
(８) 与信者が借主に対して交付する契約条件を記載した書面のこと。この事前申込
書に消費者が署名（承諾）することによって契約が締結される。
(９) J.Calais-Auloy＝F.Steinmetz,Droit de la consommation.5e?d,Dalloz 2000,
p.393et sは、少なくとも貸付金が売主に直接支払われた場合には、売主の破産の
リスクは貸主が負担するのがより公平であるとする。またこのような態度を示す破
毀院第一民事部1989年５月２日（D1989, p.338, note. J.L.Aubert）のような判決
も現れている。
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ことを解除条件とし、主たる契約が締結されなければ借主は貸付金を返還
する義務を負うとされている。次に、第17条は、主たる契約は貸付をうる
ことを停止条件として締結されるとしている。さらに第20条は、貸付が不
動産建築等所有権の移転を伴わない取引の融資となる場合に、これら主た
る契約に関し争いが生じたとき、裁判官がその紛争の解決まで借主の債務
を停止できることを規定したのである。
以上の1979年法の規定は1978年法と比べると、1978年法においては、借
主の弁済が売主の物の引渡に結びつけられ、また売買の無効･解除による
貸付の無効･解除が規定されているのに対し（第９条)、1979年法には第
20条の場合を除いてこれら履行の時点における相互依存性の規定がないこ
とがわかる。なおこの1979年法においては貸付契約が消滅した場合の借主
による貸付金の返還が明示的に規定されている。
⑷以上の1978年法および1979年法の相互依存性の規定の根拠について、
多くの者は、消費者の相互依存性への期待や一つの契約しか結んでいない
という消費者の意思にその根拠を求め、これらの規定を消費者保護のため
に認められたものであると
(10)
する。こうした見解は、これら相互依存性が何
らかの一般法理を表明するものではなく、適用範囲内にある消費者信用取
引においてのみ特別に認められるものであるとの考え方に親しむであろ
う。しかしながらその後の判例はこれらの規定の適用のない取引について
も契約間の相互依存性を認めるかのごとき展開を見せるのである。
２ 1978年法及び1979年法成立以後の判例の展開
⑴1978年法および1979年法の成立後も判例は基本
(11)
的に関連貸付について
(10) 例えば、Th. Calais-Auloy, Fondement du lien juridique unissant vent et
 
pre?t dans le?pre?t lie??,JCP1984.e?d.G.Ⅰ3144;J.Calais-Auloy＝F.Steinmetz,
op.cit(9),p.385et s;J.Beauchard,Droit de la distribution et de la consomma-
tion,Press universitaires de France1996,p392et sなど。
(11) 前述したように1979年法は主たる契約の無効･解除による貸付契約の無効･解
除を認めていなかったが、例えば破毀院第一民事部1993年12月１日判決（JCP1994
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原則としてこれら法の適用のある場合にのみ相互依存性を認めるという態
度をとって
(12)
いた。
しかし近年になってこうした判例と並行して、規定の適用外の関連貸付
についても売買契約等の消滅による貸付契約の消滅を認めて、契約間の相
互依存性を認める破毀院判決がいくつも出されている。このうち注目すべ
きは、破毀院第一民事部1997年７月１日判決（D1998,p.32,note.L.Aynes）
で
(13)
あり、同判決は、当事者が貸付契約の存在を売買契約の実現に服させよ
うとしたことを認定し、これら二つの契約が一つの共通のコーズ（une
 
cause unique）に対応していることを認めて、売買契約の無効が貸付契約
の失効を生じさせるとした原審の判断を正当であるとしたのである。
この判決は当事者の黙示の意思を契約間の相互依存性の根拠にしている
点でなによりも注目される。ただ本判決のいう単一かつ共通のコーズが何
を指しているのかは不明であり、またコーズを根拠とするにもかかわらず
貸付契約について遡及効のない失効による消滅を認めている点には注意を
要する（コーズの効果は契約の無効)。
⑵さらに破毀院は特に90年代に入ると活発な展開を示し、以上のような
関連貸付だけでなく、以下に見るようにこれ以外の取引においても契約間
Ⅱ22325, note. Ch.Jamin）は解除について、また破毀院第一民事部1992年12月16
日判決（Bull civⅠ n316;Defre?nois1993,p.1133,obs.J.Honorat）は無効につい
て、ともにその遡及効により不動産の売買契約が結ばれなかったものと評価され、
貸付契約が主たる契約の締結されないことを解除条件とする1979年法第９条によ
り、当然に解除されると判示したのである。
(12) 例えば、破毀院商事部1984年11月13日判決（Bull civⅣ n309）がある。
(13) この他に、貸付契約より生じた債務が主たる契約の消滅によりコーズを失うに
至ったことを理由に、主たる契約の無効による貸付契約の無効を認めた破毀院第三
民事部1992年３月11日判決（Bull  civⅠ n79p47）や、売主と貸主が共調行為
（action de concert）を行った場合に貸付契約が消滅する余地を認めた破毀院商事
部1996年３月５日判決（contrats.Conc.consom,135,obs.L.Leveneur)、主たる
契約が不法な目的を持つため無効であり、これにより貸付契約のコーズも不法なも
のとなり同契約が無効になるとした破毀院第一民事部1997年７月１日判決
（Contrats.conc.consom1997,n3,obs.L.Leveneur）がある。
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の相互依存性を認
(14)
める。そしてこれらの判決は、関連貸付同様三またはそ
れ以上の当事者が参加し主従関係になく同時に存在する複数の契約で構成
される取引を対象とし、これらの契約が不可分の関係にあることをその根
拠にしている。以下に挙げる判決はその代表的なもので
(15)
ある。
そこでまず挙げられるのが破毀院商事部1991年１月８日判決（JCP e?d E
 
pan281）である。本判決は、買主であるXがY?Y?とそれぞれ締結した
パソコンの売買契約とアプリケーションソフトの売買契約の解除を求めた
事案において、取引を全体として実現するという当事者の黙示の意思に基
づき、両契約が不可分であるとして不可分性（indivisibilite?）を根拠に両
契約の解除を認める。なおここでの契約間の不可分性について、これは当
事者の意思に由来するものであるため主観的なそれを意味するものである
と考え
(16)
られ、また本判決は債務の不可分性を規定する民法典第1217条を条
(14) 以前より一方の契約の消滅による他方の契約の消滅が認められてきたのが保証
とファイナンリースである。しかし前者の保証はいわゆる主物は従物に従うの法理
(accessorium sequitur principale）により規律され、また後者のファイナンスリ
ースは、売買契約とリース契約が連鎖し、前者の消滅が後者の履行不能を帰結する
可能性がある点で、契約の連鎖として独自の法理に服するものと考えられ、これら
と関連貸付や以下に見る取引を同断に論ずることは適当でないように思われる。な
おファイナンスリースについては、売買契約の解除等による消滅によりリース契約
が解約されるとする判例が確立している（破毀院混合部1990年11月23日判決
（D1991,121,note.Chr.Larroumet)。
(15) 90年代以前において、複数の契約が同時に存在し単一の取引を形成している一
例である、夫婦がともに使用者と労働契約関係にある場合においても、判例上一方
の契約の消滅による他方の契約の消滅が認められていた。例えば破毀院社会部1977
年11月30日判決（Bull  civⅤ,n654）や破毀院社会部1981年３月４日判決（Bull
 
civⅤ n177）が挙げられる。そしてこれら判例において注目すべきは一方の契約が
欠けることで他方の契約がその目的を達しえないか否かがそのメルクマールにされ
ていることである。ここでは契約間の相互依存性はこのような契約を結んだ目的、
つまり当事者の意思に由来している。また判例の多くがこのような契約間の相互依
存性の根拠を後の多くの判例同様両契約が不可分の関係にあることに求めていたこ
とも注目される。ゆえにここでの不可分性とは当事者の意思に由来する主観的なも
のなのである。
(16) 民法典第1217条以下に規定される債務の不可分性については、概念上一般に客
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文上の根拠に挙げる。
次に挙げられるのが著名な破毀院商事部1995年４月４日（Bull civⅣ
n115et 116）の通称 Sedri事件判決である。AY間に役務供給契約がXY
間にこの契約に使用するソフトウェアの賃貸借契約が結ばれたが、前者の
契約が解約された二つの事件について、破毀院はともに両契約間の不可分
性を根拠に前者の解約により後者が解約されることを認めたのである。
本判決は先の判決と同様に両契約の不可分性を理由にしている。本判決
においてもこの不可分性が取引の性質に由来する客観的なものか、それと
も当事者の意思に由来する主観的なものかが明らかにされているわけでは
ないが、各事件の評釈者の
(17)
指摘によれば、破毀院が、第一の事件について
は契約それぞれを他の存在条件とした当事者の考慮に基づいて不可分性を
判断し、第二事件についてはその判断にあたって貸主の認識と貸主のこの
取引全体への参加とを挙げていることから、いずれにしても主観的な不可
分性を認定しているものと評価できるであろう。契約が本来的に独立した
ものであることからするならば、明示であれ黙示であれ取引に参加する全
当事者の意思に由来する主観的な不可分性を欠くことはできないはずであ
る。なおこの判決においては不可分性の条文上の根拠として第1217条以下
は挙げられてい
(18)
ない。
観的な不可分性（indivisibilite? objectif）と主観的な不可分性（indivisibilite? sub-
jectif）との区別がなされている。前者は債務の目的の性質そのものに由来し、こ
れに対し後者は、債務の目的が性質上不可分でない場合において、合意によってこ
れを不可分とする場合である。合意は明示でも黙示でもよい。
契約間の不可分性にこの区別をあてはめれば、客観的に不可分であるとは、共通
の目的の実現のために契約が自然に集合し不可分になっている状態を指し、主観的
に不可分であるとは、性質上可分な合意が当事者の意思によって結びつき不可分に
なっている状態を指すことになろうか。
(17) 同判決の評釈として、第一事件について、L.Leveneur, Contrats conc con-
som1995, n105が、第二事件について、L.Aynes, D.S1995. somme, p.231や Pi-
quet,D.S1996,p.141が、両事件について、J-B.Seube,JCP1996e?d E,n3.p.39を
参照した。
(18) なおこれら不可分性を根拠にする判例以外にも、関連貸付に関する1996年３月
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さらに同様の事案について破毀院商事部1999年６月15日判決（JCP e?d G
2000, p.521, note. A.Constantin）も主観的な不可分性を根拠に一方の契約
の解約による他方の契約の解約を認めている。
⑶以上においては、三当事者以上の取引に関する判例を検討してきた
が、以下に見るように契約間の相互依存性の問題は、二当事者間において
も当然に生ずる問題である。例えば近時に出された不可分性を根拠にする
以下の破毀院判決が挙げら
(19)
れる。
すなわち、破毀院商事部1995年２月14日判決（Bull civⅣ n49)、破毀院
第一民事部1996年12月３日判決（JCP1997Ⅱ22815, note. P.Reigne）および
破毀院商事部1999年６月15日判決（JCP e?d E2000,p.267,note.J-B.Seube）
は、契約当事者の意思から両契約が不可分であるとし、それぞれ一方の契
約の無効による他方の契約の無効を、一方の解約による他方の解約を、一
方の解約による他方の失効を認めている。ただ第一の判決においては契約
間の不可分性の条文上の根拠として債務の不可分性に関する第1218条が挙
げられていることに注意する必要がある。
これらの判例は二当事者間の場合においても一方の契約の消滅による他
方の契約の消滅を認め、その根拠を取引関係当事者の両契約を不可分のも
のとする意思に求める。消滅における契約間の相互依存性の根拠を取引当
事者の意思に求める以上、当事者の多寡は問題にならないのであろう。
⑷以上のように特に90年代に入って、判例は関連貸付以外の三当事者以
上の取引についてそして二当事者の取引についてもある契約の消滅による
他の契約の消滅をもっぱら当事者の意思に基づく両契約の不可分性を根拠
に広く認めるに至った。ここで注目すべきことは、これら相互依存性が認
５日の判決で言及された共調行為概念を根拠に契約当事者間の関係に注目し、一方
の契約の消滅による他方の契約の消滅を認めた破毀院商事部1996年５月28日判決
（Contrats conc consom1996.135,obs.L.Leveneur）がある。
(19) この他に不可分性を根拠にするものではないが、一方の契約の解除による他方
の契約の解除を認めた破毀院商事部1992年２月11日判決（BDRA1992, n7. p.7)が
ある。
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められた事案において、ほとんどの場合消費者と事業者という関係が見ら
れないことであり、同時に複数の等価の契約が単一の取引を形成している
場合に取引の種類に関わらず広く契約間の相互依存性が認められているこ
とである。それゆえ以上の判例による契約間の相互依存性の承認は、消費
者保護の理念や特定の取引の特質ではなく、取引関係当事者の両契約を不
可分のものとする意思、つまりこれら契約全体でもってある単一の取引を
行おうとする意思に由来しているといえるだろう。そしてここでは、取引
の構成要素たるある契約の消滅が取引全体の達成を不可能にし、取引とい
う全体的な観点より見ればそれ自体として何ら欠けるところのない構成要
素たる他の契約がその存在意義を失う場合のあることが認められているの
である。このような判例の示すものは、単体としての契約のみを考察対象
としてきたこれまでの契約法学においては法的な次元ではとらえられず、
もっぱら経済的な動機の次元に属していた当該の取引を達成するという当
事者の意思が各契約において法的に考慮され、法的な次元に昇華されるに
至ったことである。また以上の判例においても先の立法や関連貸付に関す
るそれ以前の判例同様問題となったのは存在意義を失った契約の消滅如何
であり、その先のリスク配分如何は問題とされなかったことも注意すべき
である。
ただ以上の判例は法的根拠についてもまた消滅方法についても一貫性や
理論的明快性を欠いていることも事実である。そこで次に特にこの点に留
意しつつ近時この契約間の相互依存性に理論的根拠を与えるべく活発な展
開を見せている学説を検討する。
３ 学説の展開
⑴フランスの議論の展開において最も示唆的であるのは、契約間の相互
依存性の問題がもっぱら消費者･購入者保護の枠組の中でとらえられてき
た我が国とは異なり、契約の集合現象そのものに着目して、このような場
合契約をそれ自体独立した単体としてではなく、ともに取引を構成する他
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の契約との関係でとらえるという観点から議論がなされてきた点である。
以下においてはこうした傾向をもつ学説の代表的なものである、契約間の
相互依存性の法的な根拠としてコーズを挙げる B.Teyssieのテーズ “Les
 
groupes de contrats”と不可分性を根拠とする J-B.Seubeのテーズ “L’
indivisibilite?et les actes juridiques”を紹介
(20)
する。なおこれらの学説が消
滅以外の局面も念頭において議論をしている点にも注意する必要がある。
⑵まず Teyssieによ
(21)
れば、二人またはそれ以上の各契約者と直接契約
関係にある中心人物の周りに成立し、構成要素たる各契約が何らかの共通
の経済的な目的を達成するために結ばれ、同じ時間内に存在する契約の集
合（例えば関連貸付）においては、各契約はそれぞれの債務のコーズ（双
務契約であれば反対給付）とは別に、より間接的な各契約が追求する共通
の目的（but commun)、すなわちそれら契約が締結されるに至った真の動
機を有しており、この共通の目的が集合内の契約を結びつけ、それらの真
の存在理由をなしている
(22)(23)
とされる。そしてここでは契約の消滅をはじめと
する契約関係の変容その他が立法者や裁判官により明示または黙示に認め
られているとし、特に契約の消滅について以下のような理論構成を試みて
(20) なおこの他に解除条件を挙げる者として、F.Arhab,Les conse?quences de la
 
nullite(ou de la re?solution)d’un contrat au sein des groupes de contrats,Rev.
rech.jur.1999,p.181et sが挙げられる。
(21) B.Teyssie,Les groupes de contrats,LGDJ.Bibl.dr.priv.1975.
なおこのテーズが公刊されたのは1975年であり、Teyssieの見解は先に検討した
判例の展開を前提にしていたわけではない。ただ同論文以前においても、近年にお
けるほどに明快かつ活発ではないが、消滅の局面その他において契約間の相互依存
性を認める判例は存在していたとされる。Teyssieの見解はこうした状況を前提に
主張されたものである。
(22) B.Teyssie,op.cit (21),p.33et s.
(23) B.Teyssieのテーズはこの契約の集合と転売や下請などの契約の連鎖を契約
群（les groupes de contrats）という大きなカテゴリーのもとに論ずるものであ
る。Teyssieの論文の全体像および特に損害賠償の観点からの契約の連鎖の検討に
ついては、拙稿「契約責任と第三者（4)」早稲田大学大学院法研論集103号324頁以
下に譲る。
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いる。すなわち Teyssieは従来からの客観的な狭いコーズ概念に代わり、
主観的で広いコーズ概念の採用を提唱し、この各契約を結び付ける共通の
目的を契約のコーズであるとし、当事者の合意の中に組み入れる。そして
このような契約の集合においてA契約が欠けることにより B契約のみで
は取引の目的を達しえず、この目的の観点から存在理由を失うに至る場
合、A契約の消滅は B契約の存在理由、すなわちコーズを遡及的に失わ
せ、当事者は B契約の無効を主張できることになるとするので
(24)
ある。
そして以上のようにコーズを主観的に拡張して、ここに消滅の局面にお
ける契約間の相互依存性の根拠を求める見解はフランスの学説上現在通説
化するに至って
(25)
いる。
⑶これに対し近時多くの不可分性を根拠とする判例に触発されて、取引
の達成という当事者の意図を法的次元に引き上げる際の理論的な受け皿に
すべく、多義的な不可分性概念を明確かつ統一性のある独自の概念へと洗
練して、契約間の相互依存性の理論的な根拠とする学説が
(26)
有力になってい
る。
その代表である
(27)
Seubeは不可
(28)
分性の働く場の一つとしてTeyssieの言
(24) B.Teyssie,op.cit (21),p.156et s.
(25) 例えば、Chr.Larroumet,op.cit(1),p.455et sや前掲破毀院第一民事部1997
年７月１日判決評釈における D.Mazeaud,D1998SC,p.110et s、J.Carbonnier,op.
cit(1),p.216et s、F.Terre＝Ph.Simler＝Y.Lequette,op.cit(1),p.326et s等。
(26) 以下に検討する Seubeの他にも、J-M.Marmayou,Remarques sur la notion
 
d’indivisibilite? des contrats, Rev jur com1999, p.292et s;S.Amrani-Mekki,
Indivisibilite? et ensembles contractuels, L’ane?antissement en cascade des
 
contrats,Defre?nois2002,p.355et s;J.Moury,De l’indivisibilite?entre les obliga-
tions et entre les contrats,RTDciv1994,p.255et s;P.Reigne?,La re?solution pour
 
inexe?cution au sein des groupes de contrats, in La cessation des relations
 
contractuelles d’affaires,Colloque de L’institute de droit des affaires d’Aix en
 
Provence,30-31mai1996,PUAM1997,p.169et s等がある。
(27) J-B.Seub, L’indivisibilite? et les actes juridiques, Litec, Bibliothe?que de
 
droit de l’entreprise.t40,1999,p.129et s.
(28) 山口俊夫『フランス法辞典』(東京大学出版会2002年）286頁によれば、例えば
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う契約の集合を想定し、この不可分性と他の概念との関係、その効果、根
拠そして証明方法を明確にすることを試みて
(29)
いる。以下ではこのうち消滅
の局面に関する部分のみをとりあげる。
まず Seubeは特にコーズや解除条件といった概念と不可分性とを比較
し、不可分性はその性質上これらの概念とは異なり、またこれらはその効
果として遡及効を有すること等から、不可分性はこれらの概念には還元で
きない独自性を持つと
(30)
いう。そしてこの不可分性を当事者の望む不可分な
取引を実現する手段たる概念であるとする。
次に Seubeは不可分性の効果について、取引当事者がその構成要素た
る契約が欠ければ完成しない取引全体の実現を企図としている場合、無効
や取消、解除等により契約が消滅すれば、残されたこれと不可分な契約は
この点からその存在意義の重要な部分を奪われ、本質的要素を失って失効
（
(31)
caduicite?）すると主張
(32)
する。そして失効という効果については、消滅さ
せられる契約は不履行によらずただ存在価値を将来にわたって失うだけで
あり、また失効には遡及効がないから、契約の消滅を説明するのに最も有
用な概念であるとして
(33)
いる。
さらにその根拠について、契約はそれ自体自立した存在であるから、契
約間の不可分性が取引の性質に由来するものに見えても、当事者の意思に
公法上では国土の不可分性が、私法上では債務や自白の不可分性等が挙げられる。
近時この概念の展開が顕著なのは法律行為の分野であり、条文に規定があるのは単
一の債務についてだけであるが、その他条項間や債務間、契約間においてその適用
を見るに至っている。
(29) なお Seubeは契約間の他に債務間や条項間の不可分性についても検討してい
る。
(30) J-B.Seube,op.cit (27),p.185et s.
(31) 失効とは有効な法律行為がその行為がなされた後に生じた事実により効力を奪
われる状態を指す。たとえば遺贈者に先立つ受遺者の死亡によって遺贈が失効する
場合（民法典1088条）が挙げられる。中村紘一他『フランス法律用語辞典〔第二
版〕』(三省堂2002年）45頁以下参照。
(32) J-B.Seube,op.cit (27),p.321et s.
(33) J-B.Seube,op.cit (27),p.409et s.
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由来するものに他ならないとし、また単一の債務の不可分性と契約間のそ
れとでは隔たりが大きいため第1217条以下に条文上の根拠を求め
(34)
ない。
そしてこの不可分性の証明について、まず取引における当事者の態度が
検討されなければならないと
(35)
する。当事者間の緊密な関係等はここで考慮
されるのである。ついで残された契約の客観的有用性が考慮されるとす
る。例えば、AC間において役務提供契約が、BC間において同契約に使
用する物の賃貸借契約が結ばれ、前者の契約が消滅した場合における、後
者の契約の目的物の他の取引への転用可能性如何がこれにあたるであろ
う。以上によって当事者が不可分な取引を望んだことが推定されるのであ
る。
⑷以上の学説は、取引を構成する複数の契約の結びつきに着目し、当該
の取引の全体を達成するという当事者の意思をコーズや不可分性といった
古くからある単一の契約内において機能してきた概念を使って特に契約の
消滅の場面において法的な次元に昇華させようとし、また契約の消滅方法
についてもその取引の達成不能による存在意義の喪失という理由にふさわ
しい消滅方法を主張してきたのである。
４ 小 括
以上のフランスにおける契約間の相互依存性の議論について以下のこと
を指摘することができるであろう。すなわち、まず契約間の相互依存性は
消費者保護ではなく、ある取引の全体を達成しようという当事者の意思に
その淵源を有することが了解されてきた。ここでの当事者の意思とは、こ
れを各契約より見れば契約を結んだ目的に他ならず（特にコーズを根拠に
する見解参照)、当事者間の関係等はこれを徴表するものでしかなかったの
である。そして1978年法から現在に至るこの契約間の相互依存性の議論に
おいてはもっぱらその取引から見て存在意義を失った契約の消滅如何が問
(34) J-B.Seube,op.cit (27),p.421et s.
(35) J-B.Seube,op.cit (27),p.446et s.
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題とされ、我が国の抗弁の接続の議論とは異なり、リスク配分の問題は視
野の外に置かれてきた。その意味で契約間の相互依存性の問題は一方当事
者の保護やリスクの配分に関わらない価値中立的なものだったのである。
次にこの相互依存性は二またはそれ以上の当事者の間の同時に存在する複
数の等価の契約間において認められていた。この相互依存性の源を取引に
参加した当事者の意思に求める以上当事者の多寡は問題にならないのであ
る。さらにその法的根拠について判例や学説の多くは古くからある単一の
契約内において機能してきたコーズや不可分性を挙げてきた。ここではこ
うした概念がその機能の範疇に契約の集合を含むよう修正されているので
ある。最後に消滅方法について学説は不履行を理由にしないため解除･解
約によらず、存在意義の喪失という理由にふさわしい無効や失効を説い
た。そしてこれにより契約は他の契約の消滅を理由に解除･解約されるの
ではなく、取引の不達成による存在理由の喪失という自らの内の原因によ
り消滅し、契約の相対効原則は侵害されないことになったのである。
結局以上の消滅の局面における契約間の相互依存性の議論では、当事者
の多寡に係わりなく契約の目的を、個々の契約の消滅如何を決するにあた
って既存の法理を媒介にいかに反映していくかということが、一方当事者
の保護やリスク配分とは係わりなく問題となっていた。言い換えればここ
での問題はその目的から見て存在意義を失った契約をいかに消滅させるか
に集約されるのである。
四 フランスにおける契約の相互依存化の展開２
(その他の局面)
以上のように契約の相互依存化は消滅の局面を中心に展開されてきたわ
けであるが、判例および学説による相互依存性の承認はこれに限られるわ
けではない。
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１ 判例の展開
まず以下に契約の成立から履行に至るまでの様々な局面についてこれを
承認した判例を検討
(36)
する。
⑴契約の成立において、二当事者間における契約の成立の有無の判断に
際し相互依存性を次のように認めた破毀院第三民事部1993年３月３日判決
（JCP1994e?d GⅠ,3774,obs.M.Fabre-Magnan）がある。すなわち、土地と
建物の売買についてその土地の代金がわずか１フランとされたが、これら
契約と同時に買主が売主の債務を引き受ける旨の合意がなされていた事案
について、破毀院は、この土地の売買契約が建物の売買契約や債務の引き
受けの合意と一体不可分となって全体として企業の売却という取引を構成
しているとして、結局この土地の売買はコーズおよび対価を有し有効であ
るとしたのである。
本件において問題になったのは土地の売買において代金が決定されてい
るか否かである。民法典第1591条によれば、代金が決定していないか決定
できない場合には、売買契約は無効になる。確かに土地の売買契約だけを
取り出せば契約は無効になったであろうが、本件において当事者は各契約
を一体として企業の譲渡という一つの取引を意図し、その中で負債の引受
が土地の対価となることが意図されていたのは明らかであり、破毀院は代
金が決定されているか否かを判断するにあたってこのことを考慮に入れた
のである。ただ破毀院は同様の事案でも当事者がレジオンを引用する場合
には反対の結論をと
(37)(38)
っている。
(36) この契約間の相互依存性の問題は判例上も学説上ももっぱら消滅の局面を中心
に展開されてきたため、その他の局面を含めて包括的にこの問題を扱った文献の数
は少ない。以下に挙げる判決はその数少ない文献である J-B.Seube, op. cit (27),
p.325et sで挙げられたものが中心となっている。
(37) 破毀院はこうした場合レジオンによる売買契約の取消を認める。例えば、破毀
院第一民事部1965年11月３日判決（Bull civⅠ n584）や破毀院第三民事部1992年
１月８日判決（Re?p.Defre?nois1993,p.433,note.Y.Daggorne-Labbe）が挙げら
れる。
(38) もちろんこうした姿勢に対して学説は批判的である。例えば、J-B.Seube,op.
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⑵以上の契約の成立段階における契約間の相互依存性の承認に加えて、
判例は以下に見るように履行段階においてもこれを認めているので
(39)
ある。
⒜そこでまず挙げられるのがある契約に定められた仲裁条項がそれと一
体となって取引を構成する契約においても適用されることを認めた破毀院
第一民事部1996年５月14日判決（JCP 1997e?d EⅠ,617,n7,obs.J-M.Mous-
seron）である。仲裁条項を含む排他的供給契約（a契約）が締結され、そ
cit (27), p.327et sや本判決の評釈である Re?p. Defre?nois 1993, p.927, note. Y.
Daggorne-Labbeが挙げられる。
(39) なお以下に挙げたものの他に、契約間の相互依存性の例としてしばしば挙げら
れるものに契約の一体的譲渡がある。ここではある契約が譲渡される際に、この契
約と一体的な関係にある他の契約の譲渡如何が問題となる。ただ他の例においては
問題が一体的な関係にある契約自体についての法的処理に帰着したのに対し、ここ
では一体的な関係にある契約自体ではなくこれらの譲渡に関する契約の法的処理
（この場合は契約の解釈である）が問題となる点で、問題を異にすると思われ、本
文ではなく注に挙げるにとどめた次第である。
このように契約の一体的譲渡が判例上認められる場合にまず譲渡が当事者の合意
によりなされる場合がある。ある契約の譲渡に伴い、これと一体をなす他の契約が
たとえ明示の合意がなくとも譲渡されることを認めた破毀院第一民事部1994年12月
15日判決（JCP1995e?d GⅡ22510,note.G.Memeteau;RTD civ1995,p.363et s,
note.J.Mestre）がこれにあたる。
これに対し、契約の譲渡が強制される場合にも契約の一体的譲渡を判例は認めて
いる。すなわち、企業の倒産に際しての更生手続において、更生計画として企業譲
渡計画が選択された場合には、譲受人に対して企業の譲渡に伴ってその企業が当事
者であって事業の維持に必要な契約も譲渡される。この契約の法律による譲渡につ
いて規定しているのが、企業の裁判上の更生および清算に関する1985年１月25日の
法律第98号86条（現商法典 L621-88条）である。そして同条に基づき判決により譲
渡される契約とともにこれと一体をなす他の契約も譲渡されると判示したのが破毀
院商事部1998年５月12日判決（Re?p.Defre?nois1998,p.1043,note.Ph.Delebeque;
JCP 1999e?d E,p.216,n10,note.J-B.Seube)である。
なおこのフランスにおける企業倒産時の更生手続における譲渡計画については、
山本和彦「フランス倒産法の近況」日仏20号59頁以下や山本克巳「フランス倒産手
続における担保権の処遇」民商120巻4･5号67頁以下等を、企業の譲渡に伴う契約
譲渡については、M.Jeantin＝P.Le Cannu, Droit commercial. Instruments de
 
paiement et de credit entreprise en difficulte?.6e?d Dalloz2003,p.515et sおよび
野澤正充『契約譲渡の研究』(弘文堂2002年）218頁以下等を参照した。
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の後この契約について生じた争いを考慮して、これと並行して同一当事者
間で新たに二つ目の契約が結ばれた（b契約)。本件で問題になったのはこ
の b契約に関する訴えについて国内裁判所に管轄権限があるかという点
である。a契約に規定されている仲裁条項が b契約にも認められるのであ
れば国内裁判所に管轄権限はないことになる。破毀院は、b契約が a契約
の不履行に起源を有し a契約を補完する契約であるから、a契約に規定さ
れた仲裁条項の適用を受けるとして、本件訴えについて国内裁判所の管轄
権限を否定したのである。
本件では両契約が一体となって二当事者間の排他的供給取引を構成し、
b契約は a契約を補完する関係にあった。このように当事者が両契約を一
体のものとしていることから、破毀院は a契約における仲裁条項の適用
を b契約でも認めたものと考えら
(40)
れる。しかしこのように二当事者間の
場合とは異なり、三当事者間の場合において破毀院はこうした解決を認め
てい
(41)
ない。ABおよびACと異なる当事者間で契約が結ばれる場合、AB
間に規定されている仲裁条項をAC間にも認めることは、同条項について
承諾していない者（ここでは C）まで条項に服させることになり、契約の
相対効原則に反するからであるといわ
(42)
れる（もちろん Cのこの条項に対す
る合意が認められれば別であろう)。
(40) 但し本件のように b契約に a契約の仲裁条項と矛盾する定めがおかれていな
い場合とは異なり、例えば b契約に国内裁判所に管轄権限を付与する条項など矛
盾する条項が置かれていた場合には、条項間の優劣が問題となる。こうした問題に
ついて、例えば、G.Blanc,Clause compromissoire et clause attributive de jur-
idiction dans un me?me contrat ou dans un me?me ensemble contractuelle,De la
 
concurrence a? la subsidiarite?de la compe?tence des tribunaux e?tatiques, JCP
1997e?d EⅠ707は、仲裁条項は性質上管轄権限付与条項よりも広い射程を持ち、
紛争の解決についての当事者のより根本的な判断を示すものであるから、管轄権限
付与条項に優先しなければならないとしている。また J-B.Seube, op. cit (27), p.
353et sもこれに同旨。
(41) 例えば、破毀院第一民事部1992年７月16日判決（RTD com 1993, p.295, obs.
E.Loquin;JCP 1993e?d EⅠ231n6,obs.R.Cabrillac）など。
(42) J-B.Seube,op.cit (27),p.354et s
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⒝次に履行段階において契約間の相互依存性が承認された別の例とし
て、履行段階の誠実性（bonne foi）の評価において相互依存性を認めた判
決がある。
そもそも契約は誠実に履行されなければならない旨定める民法典第1134
条３項によれば、契約当事者は契約条項に定められた権利を行使する際に
誠実にこれをなすことが求められる。ところで複数の契約が集合して一つ
の取引を構成し、各契約はその他の契約が存在することで取引全体の達成
という観点から始めて存在意義をもつ場合において、ある契約に定められ
た条項（例えば当然解除条項や非更新条項など）について、そこに定められ
た権利の行使が、当該契約だけから見れば誠実に行われたように見えて
も、取引全体から見ればそうとはいえない場合がある。こうした場合にお
いて以下に見る判決は権利の行使を濫用と判断しているのである。
まずパリ控訴院1988年７月13日判決（JCP e?d E supple?ment 2 1989/4,
Cahier droit de l’entreprise,p.25,note Ph.Delebecque,La notion de groupe de
 
contrats:quels crite?res？）は、供給者YがXとの間で二種類の製品につ
いてそれぞれ継続的供給契約を締結した（a契約および b契約）が、その
後Yは a契約を解約する一方で b契約は期間の満了まで解約しなかった
事案について、a契約が対象とする製品が b契約との関係を考慮に入れて
製造されたこと、両契約が同じ年まで延長されたこと、および両契約が不
可分であることをYも認めていたことなどから、両契約が明白に不可分
である以上、理由なく a契約だけを解約することは濫用であるとして、Y
に損害賠償を命じたのである。
次にパリ控訴院1996年３月１日判決（D.Aff,20/1996,612）は、XY間で
a契約、b契約および c契約が締結され、その後Yは以上の契約を予告期
間は守ったものの、それぞれ時間的間隔を置いて解約および更新を拒絶し
た事案について、Yは誠実に契約を履行する義務を負い、XがYとの契
約関係の終了後新しい契約相手方を見つけやすいようにしなければなら
ず、契約の終了に関する権利を濫用しXに損害を与えた場合には契約責
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任を負うべきであり、そして本件において各契約は相互に補完しあう関係
にあり、これらを時間的に間隔を置いて終了させることは、Xに損害を
生じさせ、この点でYの終了のさせ方はXに損害を生じさせるものであ
ったから、Yの権利行使は濫用であって契約責任を負うとしたのである。
また本判決の上級審判決である破毀院商事部1998年10月27日判決（De-
fre?nois1999,p.1318et s,note.D.Mazeaud）もまた、時間差をつけて不可分
な契約を解約することは濫用にあたり、Yが損害賠償責任を負うことを
認める。
このように以上の判決は、当事者が相互に依存する複数の契約でもって
ある一体の取引を行おうとしている場合に、各契約における誠実な履行の
有無の判断においてこのことを考慮したものと考えられる。
⑶以上のように判例上少数ではあるが、複数の契約がある単一の取引を
構成する場合において消滅以外の局面においても契約間の相互依存性が認
められていることが分かった。そしてこれらの判決においても消滅の局面
における判例とおおよそ同じ傾向が見て取れる。すなわち、契約間の相互
依存性は取引の種類に関わらず認められており、判決の中にははっきりし
ないものもあるが、ここでも相互依存性の承認は取引当事者の契約を一体
のものとし当該取引の全体を達成しようとする意思、つまり各契約の目的
に由来していることが認められるであろう。以上の判決においては結局一
方の契約のそれぞれ代金に関する合意、仲裁に関する合意、誠実に契約を
履行する義務の解釈といった契約の解釈がそのほとんどで問題となってい
たのであるが、ここでは各個別の契約の処理においてこうした契約の目的
が考慮されているといえるのである。また判決の多くで不可分性または不
可分であることが法的な根拠またはそれに準ずるものとして挙げられてい
ることが指摘できる。さらに相互依存性を当事者の意思に由来するとする
ならば同様に当事者の多寡は問題とならないはずである。以上の判決は全
て二当事者の事例であったが、ある条項をこれに合意していない者に適用
するなど明らかに契約の相対効原則に反するためこれを認めえなかった場
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合を除いて、この点に積極的な反証をなすものは見られなかった。
２ 学説の展開
学説上も契約間の相互依存性に関する検討は消滅の局面に集中し、他の
局面についての検討がほとんどなされていないのが現状である。こうした
中で例外的に消滅以外の局面をも含めて包括的な検討を行っているのが前
述の B.Teyssieと J-B.Seubeのテーズであり、以下この点に関する両者
の見解を概観する。
⑴まず Teyssieの見解を見てみよう。Teyssieは、契約の集合内におい
て様々な契約関係の変容が立法者や裁判官により認められているといい、
こうした契約関係の変容は複雑化と画一化に分けられ、前者は契約の有効
性や効果が他の契約のそれに従って評価されること（消滅も含まれる)、後
者は集合内の契約が単一の法制度に服することであると
(43)
言う。Teyssieは
この契約関係の変容の様々な例を挙げるが、先の判例と対応するものに以
下が挙げられる。
⒜まず Teyssieは、契約関係の複雑化の中には消滅とは反対に契約関
係が強化される場合があり、その一例として集合内の契約についてレジオ
ンによる取消が回避されることを挙
(44)
げる。これには契約の成立について相
互依存性を認めた判例が対応するであろう。
次に同じ契約関係の複雑化の例として集合内の契約が集合全体との関係
で解釈されることを挙げる。すなわち Teyssieは、集合内のある契約の
条項が曖昧であれば集合全体の検討によりその明確な意味を与えられ、ま
たある条項の欠落は集合内の他の契約条項により補完されると
(45)
する。これ
にはある契約に定められた仲裁条項をこの契約と相互依存関係にある他の
契約でも認めた判例が関係するであろう。
(43) こうした契約関係の画一化については、B.Teyssie,op.cit (21),p.214et s.
(44) B.Teyssie,op.cit (21),p.192et s.
(45) B.Teyssie,op.cit (21),p.209et s.
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ただこれらを含めた消滅以外の局面における契約間の相互依存性につい
て、消滅の局面におけるコーズのような積極的な理論付けを Teyssieは
行っているわけではない。ここでは契約の集合内ではこうしたことも裁判
官や立法者により認められているという事実を述べているに過ぎないので
ある。
⒝これに対して、Teyssieは二当事者間でしかも契約が等価の関係にあ
る場合に限定してではあるが、契約の集合内における同時履行の抗弁権の
行使、すなわち一方の契約の債務の不履行を理由とする他方の契約におけ
る債務の履行拒絶が消滅の局面同様コーズによって認められるとして
(46)
いる。ただここでも消滅の局面ほどの積極的な理論展開はなくその可能性
を示すに留まっているのである。
⑵次に Seubeは不可分性の効果として消滅の局面以外にも判例上問題
となったものを含め様々な局面で契約間の相互依存性が認められるとして
いる。そしてこれらの局面で認められる不可分性も、単一の取引を行うた
めにその構成要素たる契約を不可分一体のものとする当事者の意思に基づ
き、以下のような個別契約の処理に根拠を与えるとする。
⒜まず Seubeは契約の成立段階における不可分性の効果として、契約
の消滅の回避を挙
(47)
げる。すなわち取引を構成する複数の契約のうちの一つ
の契約（例えば売買契約）の対価があまりに僅少で、代金が決定されてい
ない（この場合売買契約は無効になる)、または不動産の売買であればレジ
オンにあたる（この場合不動産の売買契約は取り消しうる）と表面的には評
価できても、取引を構成するこれら契約が不可分の関係にあって、全体と
して給付関係に均衡が保たれているのであれば、問題となっている契約の
無効や取消は回避されるとする。
⒝次に契約の履行段階における不可分性の効果として、以下のものを挙
(48)
げる。
(46) B.Teyssie,op.cit (21),p.161et s.
(47) J-B.Seube,op.cit (27),p.324et s.
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第一にある契約条項の他の契約における適用を挙
(49)
げる。取引を構成する
複数の契約が不可分の関係にある場合、仲裁条項のような他の部分に対し
て独立性を有する条項は他の契約にも適用される。
第二に契約の履行段階における誠実性の評価を挙
(50)
げる。不可分な二つの
契約が単一の取引を形成する場合において、契約中のある条項に基づく権
利の行使が誠実（bonne foi）に行われたかどうかは取引全体から判断され
る。
⒞以上のように Seubeは判例による契約間の相互依存性の承認を不可
分性の効果として説明しているのであるが、これらに加えて Teyssie同
様 Seubeは同時履行の抗弁権を挙
(51)
げる。すなわち、複数の契約が不可分
の関係にあれば一方の契約に生じた不履行を理由に他方の契約において同
時履行の抗弁権を行使できるとするのである。この点について Seubeの
理論構成は Teyssie同様はっきりしないが、これら不可分の関係にある
契約は共通の目的を有し、そのうち一つの契約が不履行により欠ければ、
この目的が達成されないためだという。
⑶以上の検討から以下のことが確認できた。すなわち、Teyssieの見解
と Seubeの見解はともに判例上消滅以外の局面において認められた契約
間の相互依存性を認め、またこれらに加え同時履行の抗弁権についてもこ
れを認めていた。そして Seubeは以上の相互依存性について消滅の局面
同様不可分性を統一的な法的根拠として挙げていたのである。
しかしながら学説上消滅の局面以外についての検討がほとんどなされて
いない現状の中で、例外に属する Teyssieと Seubeもこれら局面の検討
を消滅の局面ほどにはしていない。Teyssieは同時履行の抗弁権について
コーズを持ち出しているものの、これ以外について特にこれといった法的
(48) 以上のほかに Seubeもまた、契約の一体的譲渡を挙げている。J-B.Seube,
op.cit (27),p.356et s.
(49) J-B.Seube,op.cit (27),p.351et s.
(50) J-B.Seube,op.cit (27),p.365et s.
(51) J-B.Seube,op.cit (27),p.369et s.
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根拠を示していない。反対に Seubeは以上の局面全てについて不可分性
を統一的な法的根拠として挙げているが、このことがかえって従来その不
明確さゆえに濫用が懸念された不可分性
(52)
概念を曖昧なものにし、法理論と
しての確立を危ういものにしてしまっているのではないだろうか。いずれ
にせよこれら消滅の局面以外における契約間の相互依存性の解明は今後の
展開にそのほとんどが委ねられているといえよう。
３ 小 括
以上のように判例および学説上少数ながら消滅以外の局面においても契
約間の相互依存性が認められることが分かった。そしてこれらの局面にお
いても消滅の局面と同様に、相互依存性は取引の種類に関わらず認めら
れ、これは一方当事者の保護やリスク配分とは関わらず、単一の取引を達
成するために契約を一体のものとする取引当事者の意思に由来し、ために
当事者の多寡は問題とならず、また判例の多くおよび Seubeはこれらに
ついても不可分性を法的な根拠にしたのである。
しかしながらこれらの局面については消滅の局面に比して判例の数は少
なく、また学説においてその検討もほとんどなされていないのが現状であ
る。契約間の相互依存性がどの局面まで認められるかその外縁は明らかで
なく、認められるとしてもその理論構成は今後に多くのものを積み残して
いた。
とはいえ以上の検討から様々な局面において消滅の局面と同様の契約間
の相互依存性を認めうることが確認できた。そして消滅の局面を含む様々
な局面における契約間の相互依存性の問題とは、結局当該の取引の全体を
行おうとする取引当事者の意思、すなわち各契約を結んだ当事者の目的
(52) 法律行為の分野における不可分性概念の流用を濫用であるとして早くから批判
したのがM.J.Boulanger,Usage et abus de la notion d’indivisibilite?des actes
 
juridiques,RTD civ1950,p.1et sである。
また近時においても不可分性概念の曖昧さは多くの者が指摘するところである。
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を、その契約の消滅をはじめとする各局面での処理にあたって既存の法理
を媒介にいかに反映していくかということに集約することができるのでは
ないだろうか。そしてあくまでその契約の当事者の意思を介する以上、こ
れにより契約の相対効原則は侵害されないのである。
五 おわりに
以上本稿では単一の取引内の相互に依存する契約間の影響関係一般の考
察の観点から、これまで我が国においてこうした契約間の影響関係が問題
となった抗弁の接続の議論と他の契約の不履行による契約の解除に関する
議論を検討し、この両議論の関係、特に抗弁の接続の議論の特殊性を示し
た上で、このことをより明らかにしさらに進んで単一の取引を形成するた
めに複数の契約が並存し、第三者与信型消費者信用取引をはじめとして契
約間の相互依存関係が問題となる取引である複合契約においてこの影響関
係一般を規律する法理、すなわち複合契約論を模索するためにフランスの
議論を参照した。
以上の検討から以下のことが明らかになった。
１ 抗弁の接続の議論と他の契約の不履行を理由とする契約の
解除の議論との関係
まず抗弁の接続の議論と他の契約の不履行による契約の解除に関する議
論との関係、特に前者に関する平成２年最判と後者に関する平成8年最判
との関係について。今日に至るまで二度にわたる割賦販売法の改正によ
り、第三者与信型消費者信用取引の抗弁の接続が認められる領域は大きく
拡張されてきた。また同法の適用のない取引についても一定の場合には判
例上抗弁の接続が信義則により認められている。このように抗弁の接続は
立法上および判例上定着を見たわけであるが、平成２年最判を頂点とする
判例法理は、抗弁の接続規定を購入者保護のための特別の立法であるとし
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てその類推適用の余地を認めず、また信義則を介しての抗弁の接続にも特
段の事情を求めるなど、抗弁の接続を認めることに厳格な態度を示してき
た。
これに対し平成８年最判を中心とする一群の判例はもっぱら二当事者間
の取引についてであるが、ある単一の取引内の一方の契約の不履行を理由
にその契約のみならず他方の契約をも解除できることを積極的に認める姿
勢を示し、ともに広い意味で契約間の関係を問題にしながら一見すると相
矛盾する態度をとっているかのような状況にあった。たしかに両議論は対
象とする取引も、また支払拒絶か契約の消滅かというようにその効果も異
にする。しかしながら両議論にはこのような両最高裁判決間の表面上の矛
盾に現れた以下のような本質的な差異があるといえよう。
すなわち、一方で抗弁の接続の問題は一面において売買契約に端を発す
る取引システム内のリスクを与信者に負担させるか購入者･消費者に負担
させるかというリスク配分の性格をもっていると評価できた。これによれ
ば抗弁の接続を認めることは与信者に販売業者からの回収不能のリスクを
負担させることを意味していた。したがって抗弁の接続を認めることで図
られる消費者･購入者保護はこうした与信者へのリスクの転嫁をも含むも
のだったのである。これに対して、他の契約の不履行による契約の解除の
問題は、契約の目的から不要になった契約の解除を認めるというものであ
り、そこでは当事者間での清算が予定され、リスク負担という問題が前面
に出なかったのである。
そしてこのことはフランス法の検討からも裏付けられる。フランスにお
いても我が国同様契約間の影響関係の問題は第三者与信型消費者信用取引
に相当する関連貸付に関する議論に始まっていた。同国において契約間の
相互依存性は、同取引についてのもっぱら消滅の局面での立法による承認
以降、判例および学説により二当事者および三当事者以上の同取引を含む
様々な取引で広く承認され、現在に至っているわけであるが、契約間の相
互依存性を一般化した判例･学説において意図されていたのはもっぱら余
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計な契約による拘束から当事者を免れさせることであり、ここでは一方当
事者の保護やリスクの振分けは問題になっていなかったのである。そして
このようにしてフランスにおいて契約間の相互依存性が一般性を獲得した
ことからも、対照的に我が国において平成２年最判と平成８年最判の態度
の相違に表れた両議論の断絶の原因が抗弁の接続の議論の持つリスクの配
分という性格そしてこれを含んだ上での購入者･消費者の保護という性格
にあることが示唆されるのである。
以上から抗弁の接続に関する立法およびこれを補完する判例がもっぱら
どのような場合に購入者を保護し与信者に負担を課するのかを問題とし、
複合契約における契約間の影響関係一般を扱う複合契約論から独立した法
領域をなしていると評価することができるであろう。そして抗弁の接続を
特定の取引についてリスクの転嫁までを含む購入者･消費者保護のための
確立した制度として見、その意義を積極的に認めこれをさらに推し進める
ことを支持したうえで、これとは別にこうした性格を持たないがより広く
こうした契約間の影響関係一般を扱う複合契約論を構想し、両法理の共存
を図ることが考えられてもよいのではないだろうか。したがって本稿は、
第三者与信型消費者信用取引における抗弁の接続さらには契約間の牽連関
係を広く他の取引にまで及ぼしていこうとする有力な学説を、複合契約論
の構築にあたって参照しつつも、こうした一元的なアプローチとは異なる
二元的な構想を提唱するものなのである。ただ抗弁の接続の制度がその趣
旨として一方当事者へのリスクの転嫁をも含意するものであるのに対し、
複合契約論がこれを意図するものではないといっても、契約間の影響関係
を認めることが結果として契約の一方当事者に損失を与えることがあるこ
とまでも否定するものではない。
２ 平成８年最判から複合契約論へ
では以上のように抗弁の接続の議論から区別される複合契約論とはどの
ようなものか。抗弁の接続の議論がその特殊性のゆえにそのモデルたりえ
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ないとするならば、他の契約で生じた不履行に基づく契約の解除の可否に
関する議論からこれを論ずることはできないだろうか。ところで抗弁の接
続を認める裁判例は第三者与信型消費者信用取引全体を達成しようという
当事者の意思に由来する売買契約と与信契約の相互依存関係の存在にも注
目していた。そして平成８年最判を中心とする判例はまさにこうした当事
者の意思に由来する契約間の相互依存関係に注目して契約の解除を認めて
いたのである。そこでこうした意思を複合契約における契約間一般の影響
関係の根拠とし、第三者与信型消費者信用取引をはじめその他様々な取引
において、消滅さらに消滅以外の局面でも影響関係を認めることはできな
いだろうか。
そこで二当事者および三当事者以上の様々な取引において消滅を中心に
契約間の相互依存性を認めてきたフランスの議論が参照される。同国の議
論から、まず契約間の相互依存性が、一方当事者の保護やリスク負担に関
わりなく、ある取引の全体を達成しようという当事者の意思、つまり当事
者が各契約を結んだ目的にその淵源を有し、当事者間の関係等はこれを徴
表するものでしかないことが、そしてこうした当事者の意思に由来する以
上この相互依存性は二またはそれ以上と当事者の数に関わりなく同時に存
在する複数の等価の契約間一般において認められることが強く示唆され
た。ここから同様にこうした当事者の意思、目的を根拠に契約の消滅を認
めた平成８年最判を契約間一般の少なくとも消滅の局面での影響関係を認
めた一例とし、第三者与信型消費者信用取引を始め様々な複合契約におい
てもこうした意思を根拠に契約の消滅を認めることができないだろうか。
またこのように意思を根拠にすることは抗弁の接続の議論以来学説上有力
に主張されてきたことなのである。なおここでの意思、目的とは当該の契
約当事者間で共有されるものであり、それゆえ一方当事者のみが持つ動機
とは区別されるべきものである。またこうした意思、目的は、たとえ当事
者がこれを明示していなくとも四囲の状況から推定されるものであること
から明らかなように、時として各当事者の実在の意図から離れる規範的な
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ものであることにも注意すべきであろう。
ところでフランスの契約間の相互依存性に関する学説や一部の判例は消
滅が不履行に起因するわけではないことから、消滅方法として主に無効や
失効を説いていた。この点で法定解除によった我が国の平成８年最判には
再考の余地がありうる。消滅が問題となった契約（売買契約）自体には債
務不履行がなかったからである。また他方で契約の消滅方法として失効と
いう構成を選択した東京地判平成15年３月28日の意義が比較法的に確認さ
れたことになる。いずれにせよ契約を結んだ目的から存在意義を失った契
約の消滅にふさわしい方法が選択されるべきではないだろうか。
またフランスにおいては一部の判例および学説において消滅以外の局面
でのこのような契約間の相互依存性もまた認められていた。たしかにこう
した判例や学説は少数であり、また認められる局面の外縁もその理論構成
もいまだ明らかではなく、今後の展開にその多くがゆだねられているとい
ってもいい。しかし少なくとも契約間の相互依存性を消滅以外の様々な局
面でも認めうることが確認できたのであり、我が国においても平成８年最
判を複合契約における契約間の影響関係のその一端を認めたものと見て、
これを基点に消滅以外の局面についても積極的な検討の余地が開かれたの
ではないだろうか。中でも同時履行の抗弁権についての検討が急を要する
課題である。
さらにその法的根拠についてフランスの判例や学説の多くは単一の契約
内において機能してきたコーズや不可分性を挙げ、これらをその機能の範
疇に契約の集合を含むよう修正してきた。ただ両見解については消滅の局
面でのその優劣をつけがたく、また不可分性はその他の局面をも包摂する
余地を持つものであるが、反面そのあいまいさが際立っていた。我が国に
おいて今後複合契約における契約間の影響関係の法的根拠を考える際、我
が国の民法典にも明文の規定のある（428条以下）不可分性概念に魅力を覚
えるが、現段階においてはいかなる法的根拠が各局面ごとにあるいは全局
面にわたって妥当すべきかを明らかにすることはできない。ただいずれに
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せよ法的根拠がこうした意思の受け皿となるべきものであることはフラン
スの議論を通じて明らかになったことなのである。
以上から結局複合契約における契約間の影響関係の問題は、一方当事者
の保護やリスクの配分とは係わりなく、ある取引の全体を行おうとする取
引当事者の意思、つまり契約を結んだ目的をその契約の処理にあたって既
存の法理を媒介にいかに反映していくかということに集約でき、複合契約
論はこうした意思を契約の処理にあたっていかに考慮するかというところ
にその本質を見出すことができるであろう。そしてここでは他の契約で生
じたこと（例えばその契約の消滅）から契約はなんらかの変動（例えば消
滅）を強いられるのではなく、契約はその当事者のこうした意思という内
在的な原因に基づいて処理されるにすぎない。したがって複合契約論は契
約の相対効原則をなんら侵害するものではないのである。
そして以上の観点から第三者与信型消費者信用取引以外の取引をも念頭
において契約間の牽連関係を論じた諸見解は再考されるべきであり、また
以上は平成８年最判以後の他の契約の不履行を理由とする契約の解除に関
する議論の残された課題、すなわち対象となる取引における当事者の多寡
や契約の消滅の理論構成、消滅以外の局面における契約間の影響関係の承
認如何についての一つの回答になりえないだろうか。
３ 今後の課題
最後に今後に残された課題について、複合契約に関する考察には多くの
課題が残されているが、本稿での考察を経て、特に以下の事項が今後の課
題として浮上した。
まず契約間の影響関係に関する議論の蓄積のあるフランスにおいても消
滅以外の局面に関する議論やこれら局面を含めた法的根拠に関する議論は
まだ始まったばかりであった。我が国においてもこれらは各局面に即して
今後論じられていかなければならないであろう。
次に契約の個数論について本稿では触れえなかった。同議論は複合契約
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論の前提をなしこれと機能的に連関する問題であり、近年関心が高まり研
究成果も出されている。今後複合契約論とともに更なる議論の蓄積が期待
される問題でもある。特に本稿のように広範に契約間の影響関係を認める
場合、契約の個数決定の段階で無理に契約の単一性を認める必要はなくな
る。契約の個数論はこれに応じてどのような役割を担うことになるのであ
ろうか。今後解明を要する問題である。
さらに本稿では契約が相互依存関係にある場合について検討し、消費貸
借契約と保証契約のように契約が主従関係にある場合を検討の対象から除
外していた。しかしながら契約が相互依存関係にあるか、それとも主従関
係にあるかは場合によっては相当に不明確である。したがって、契約が相
互依存関係にある場合との区別の基準の確立を含め、契約が主従関係にあ
る場合の契約間の影響関係の問題の検討も今後に残された課題である。
最後に本稿では契約の相対効原則そのものについて検討をなしえなかっ
た。いずれにしろ本稿は複合契約における契約間の影響関係を契約当事者
の意思、目的に還元させる立場をとっていたため、契約間の影響関係を認
めることが同原則との関係で問題を生じさせるとしても、同原則への侵害
は回避さ
(53)
れた。とはいえ議論の大前提であるこの契約の相対効原則の内容
はいまだ明らかでなく、今後の重要な課題であると考
(54)
える。
(53) 契約間の牽連関係の根拠を私見と同様に取引の当事者の意思に求める千葉恵美
子「割賦販売法上の抗弁接続規定と民法」民商93巻臨増（2）302頁以下、同「多数
当事者間の取引関係を見る視点」椿先生古稀記念『現代取引法の基礎的課題』(有
斐閣平成11年）195頁以下も牽連関係の根拠が意思による以上同原則に違反しない
ことを主張する。
(54) 我が国における契約の相対効原則については、山田誠一「契約の相対効」法教
152号39頁以下を、フランス法における契約の相対効原則については、高畑順子
「フランスにおける契約の相対効原則をめぐって」『フランス法における契約規範と
法規範』(法律文化社2002年）1頁以下を参照した。また拙稿「契約責任と第三者
（6)」早稲田大学大学院法研論集105号326頁以下においては、契約の連鎖における
契約の拘束力の第三者への拡張如何の観点から契約の相対効原則を再構成するM.
Bacache-Gibeiliの見解を紹介した。
なおフランスにおいて同原則は民法典第1165条に明文で規定されており、フラン
抗弁の接続と複合契約論（3･完)（都筑) 107
以上本稿は複合契約論の本質を解明し、抗弁の接続の議論の独自性を明
らかにすることを試みた。複合契約に関する議論は課題を山積しつつ端緒
についたばかりである。
［付記］ 本稿は、2003年度および2004年度早稲田大学特定課題研究助成費
（2003A-819；2004A-046）による研究成果の一部である。
ス民法典を継受した我が国の旧民法典の財産編345条にも同様の規定が置かれてい
たが、現行民法典の起草過程において、当然の原則であり規定をおく必要がないと
の理由により削除された。かくして我が国の民法上契約の相対効原則は不文の原則
になっているのである。
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